
 

 
 

 

 

 

 

 

平成３１年１月１８日 

近 畿 総 合 通 信 局 

「南海トラフの巨大地震とその津波対策のための災害情報協議会」を設立 

近畿総合通信局（局長：大橋  秀行）は、南海トラフの巨大地震・津波の襲来時に災害

情報や支援情報の伝達を確実にするため、昨年
 

12 月 6 日に「南海トラフの巨大地震・津

波に備える対策支援チーム」を局内に発足させ 、活動を始めています。 

被害甚大な地域において臨時災害放送局 の放送を迅速に始められるようにすることが

支援チームの活動の一つの柱ですので、地方 自治体や支援団体等とともに本年１月 21 日

に「南海トラフの巨大地震とその津波対策の ための災害情報協議会」を設立し、第１回会

議を同日開催いたします。  
 
近畿総合通信局では、南海トラフの巨大地震・津波の襲来によって被災地が広域に災害

情報や支援情報から孤立する事態を想定し、地方自治体や支援団体等との協力、連携を

密にして様々な対策を地域に根ざして具体的な形にしていくことを目指して、局内に「南海ト

ラフの巨大地震・津波に備える対策支援チーム」を昨年 12 月 6 日に発足させました。 

東日本大震災では、発災から復旧にかけて臨時災害放送局が地域情報の”ハブ”として

活躍する例が数多く見られました。今後、南海トラフ巨大地震等の大規模災害が発生するこ

とがあれば、多数の地方自治体が臨時災害放送局を開設しようとすることでしょう。 

当局は、発災後直ちに放送免許を付与する体制を整えていますが、放送局の放送は、免

許があればすぐに始まるわけではありません。あらかじめ準備しておくべきことがたくさんあり

ます。そもそも、割り当てられる周波数は限られています。被害が甚大だと、免許の申請が

遅れてしまい、その間に利用できる周波数がなくなってしまうことも起きかねません。 

こうしたことから、臨時災害放送局の放送が被災地全体に最適になるよう、地方自治体

や支援団体等とともに開設の支援に取り組むことにし、「南海トラフの巨大地震とその津波

対策のための災害情報協議会」を設立することにいたしました。 

その第１回会議を、下記のとおり開催することにいたします。 

記  

１ 開催日時  

平成３１年１月２１日（月） 午前１０時から１１時まで 

２ 開催場所   

和歌山県庁南別館  ２階防災対策室２０１号室  （和歌山市湊通丁北１－２－１） 

 

＜参考＞ 報道資料「南海トラフの巨大地震・津波に備える対策支援チームの発足」 

http://www.soumu.go.jp/soutsu/kinki/01sotsu07_01001434.html 

連絡先：「南海トラフの巨大地震・津波に備える対策支援チーム」事務局

近畿総合通信局 防災対策推進室 （担当：大角、小田、渡辺）
電話：０６－６９４２－８５８６ 

http://www.soumu.go.jp/soutsu/kinki/01sotsu07_01001434.html

